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本庁一般職員

危 機 発 生 時 の
職 員 行 動 基 準

愛 媛 県（Ｈ27.5.1）

●震度４以上 ●武力攻撃事態
●大津波警報 ●武力攻撃予測事態
●津波警報 　・弾道ミサイル攻撃

●津波注意報 　・ゲリラ等による攻撃 等

●気象業務法に基づく警報（波浪、 ・大規模テロ 等
大雪、高潮警報を除く）、特別警報

●大規模火災・爆発等の災害

（災害対策基本法第２条第１号

　に定める災害）

●県民の生命・身体及び ●県行政の運営に重大な
　財産に重大な被害又 　支障が生じる事態
　は損失が生じる事態

∥

地震・津波 武力攻撃事態等

∥

∥

Ｐ４

危 機 が 発 生 し た ら !?

∥

Ｐ２

風水害等一般災害 緊急対処事態

Ｐ３

∥

∥
∥

∥∥

災　　害 有事（国民保護）

∥
∥
∥
∥

∥

Ｐ５所管が明確な場合

∥
∥
∥
∥

∥

∥

∥
∥

所管が不明確な場合

各所管部局で対応∥
∥
∥

∥

∥

∥
∥
∥
∥
∥
∥

∥

その他の危機（災害、有事以外の危機）

Ｐ６

●災害・有事以外で県民の生命、
　身体及び財産に重大な被害又は損失が生じる事態

１．所管が明確な場合
・各所管部局で直ちに、初動対応・本格対応（対策本部の設
　置を含む）を行う。
　また、速やかに防災危機管理課に概要を報告する。
・防災危機管理課は、その状況を踏まえ、必要に応じて専門
　的技術的指導・助言を行う。

▼

▼ ▼ ▼ ▽
▼ ▼ ▼ ▽

勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間内
▼ （当直員経由） ▼ ▽
▼ ▼ ▲ ▼ ▽

調整部局  所管部局  その他の
 部局

▼
▼
▼

調整部局  助言  所管部局 ※知事判断

▼ 　対策本部を設置
指導・助言 ▼

▼

 所管部局

初
動
対
応

▼

▽
▽
▽

指導・

（防災危機管理課）

（防災危機管理課）

本
格
対
応

災害・有事以外の危機

連
絡

▽連
絡
・
連
携

第
一
報
受
信

原因者、発見者、消防、警察、その他

▼

危機発生

※必要に応じて

　災害・有事以外の危機により被害が発生し、又は発生するおそ
れが生じた場合において、その対策を総括的かつ統一的に実施す
る必要があると認められるとき、災害対策本部に準じた「対策本
部」を設置して対応

２. 所管が不明確な場合
・危機の担当部局が複数にまたがる場合や担当部局が不明確
　な場合は、調整部局(防災危機管理課)において初動対応を
　行うとともに、速やかに所管部局を明確にする(知事判断)。

▼

▼ ▼ ▽
▼ ▼ ▽

勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内
▼ （当直員経由） ▽
▼ ▼ ▽

調整部局  その他の
 部局

調整部局  ※知事判断
※所管部局の決定

連絡 ※必要に応じて
　対策本部を設置

調整部局  所管部局
指導・助言

危機発生

原因者、発見者、消防、警察、その他

第
一
報
受
信 ▽

▽▽▽▽ ▽▽▽▽連
絡（防災危機管理課）

本
格
対
応

▽

初
動
対
応

▽

▽
▽
▽

（防災危機管理課）

（防災危機管理課）

①県内で最大震度４の揺れ ①県内で最大震度５弱の揺
　が発生したとき 　れが発生したとき
②県内沿岸に津波注意報が ②県内沿岸に津波注意報が
　発表されたとき 　発表され被害が発生した

　とき
③県内沿岸に津波警報が発
　表されたとき
④その他知事が必要と判断
　するとき　

・なし ・必要に応じ登庁

・なし ・必要に応じ登庁

・なし ・必要に応じ登庁

・県民環境部防災局職員 ・災害応急対策を実施する
・地方局総務県民課職員 　ために必要な人員
・関係課職員 　　○防災局の該当職員

・あらかじめ指名されてい 　　○各対策部連絡員及び

　る緊急配備要員（各地方 　　　その他必要な人員

　局５名） 　　　（各対策部判断）

　　○関係地方局総務県民
　　　課(室)の該当職員
　　○関係地方局各対策班
　　　連絡員及びその他必
　　　要な人員(各対策班判断)

・あらかじめ指名されてい
　る緊急配備要員（各地方
　局５名）

地震発生時の配備体制

配備
区分

警戒体制 災害警戒本部設置

管
理
職

一
般
職
員

参
集
基
準

設
置
基
準

知
事

特
別
職

【勤務時間外に南海地震などの大規模地震が発生した場合】

大規模地震の発生

▼ 　　［自宅待機］

【災害対策本部設置】 ・可能な限り、所属

▼ 　職場と連絡をとり、

◇自分自身の安全確認 　自身の安否、被災

◇家族の安全確保 ▽ ▽ ▽ ▽ 　状況の報告

◇二次災害の防止措置 ・地域の救助活動等

◇テレビ、ラジオ等から災害情報を収集 　に従事

▼
▼

登庁可能
▼ 　　［自宅待機］

▼ ・可能な限り、所属

バイク、自転車、 バイク、自転車、 　職場と連絡をとり、

徒歩等により所属 ▽ ▽ ▽ 徒歩等により所属 ▽ ▽ 　以後の対応につい

職場への登庁が可 職場以外の最寄の 　て、指示を仰ぐ

能か？ 県の機関への参集 ・自主防災組織等と

▼ が可能か？ 　連携して、地域の

大規模地震発生時の職員参集フロー

不
可

不
可

登
庁
不
可

▼ ▼ 　救助活動等に従事

可能 可能
▼ ▼ 　

自己の業務に関係のある
最寄の県の機関に参集

◇所属に被害状況を報告 ◇所属に参集場所を連絡
◇各事務分掌に従って、災害 ◇参集機関に被害状況を報告
　応急対策活動等に従事 ◇参集機関の指示に従って、

　災害応急対策活動等に従事

＜登庁に当たっての注意事項＞
　①服装
　　・作業服など動きやすい服装、運動靴、帽子、手袋
　②携帯品
　　・身分証明書、飲料水（水筒等）、食料、着替え、
　　　洗面具、タオル、携帯ラジオ、懐中電灯
　③参集方法
　　・自動車は原則使用しない

職場に参集

※緊急対処事態の場合も同様  【緊急事態連絡室設置】

●武力攻撃事態等の可能性の  本県内で事案は発生
 ある事案の発生を把握した場合  していないものの、

 国において武力攻撃
 事態等の認定が行わ

▼ ▼ ▽
▼ ▼ ▽ ▼

勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 ▼
▼ （当直員経由） ▽ ▼
▼ ▼ ▽ ▼

▽ ▼
県民環境部防災局 その他の ▼
防災危機管理課 部局 ▼

▼
▼

必要に応じ
登庁

県民環境部防災局 ▼
防災危機管理課 ▼

▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼

緊急事態連絡室（状況に応じた体制※Ｐ10）

▼
▼

県国民保護対策本部（全職員）

●交通機関の不通や道路の被災等により登庁できない場合は、最寄の自己の
　所属する部局の関係機関に参集し、応急対策活動に従事するものとする。
●出張中等にあって、防災業務につくことが困難な場合は、所属長に連絡し、
　指示を受ける。

 ※知事の判断による設置

 ※内閣総理大臣の
 　通知に基づく設置

 れた場合

担当課体制

▼
▼

有事の初動対応フロー 本庁一般職員

（原因者、発見者、消防機関、警察、その他）

▽

連
絡

第
一
報
受
信

初
動
対
応

本
格
対
応

▼
▼

▼
▼

ＭＥＭＯ

１．地震・津波発生時

【警戒体制】 【災害警戒本部設置】 【災害対策本部設置】

●震度５弱 ●震度６弱以上
●津波注意報が発表され
　被害発生

●震度５強

▼ ▼
▼ ▼
▼ ▼ ●大津波警報
▼ ▼ ▼
▼ ▼ ▼
▼ ▼ ▼

▼ ▼ ▼
▼ ▼ ▼

・県民環境部 (震度５弱、津波警報等) ・全職員
　防災局職員 ▼
・地方局総務 ▼
　県民課(室) ----------------------- ▼
　職員 (震度５強) ▼
・関係課職員 ▼

▼ ▼ ▼
▼ ▼ ▼

●交通機関の不通や道路の被災等により登庁できない場合は、最寄の自己の
　所属する部局の関係機関に参集し、応急対策活動に従事するものとする。
●出張中等にあって、防災業務につくことが困難な場合は、所属長に連絡し、
　指示を受ける。
※災害警戒本部は、被害の拡大等知事の判断により災害対策本部へ移行する

場合がある。

●津波注意報

　くは本県を含め複数

各対策部、各課（室）の所掌事務について被害状況
の情報収集、応急対策活動に従事する。

　る必要があると知事

　ために必要な人員

　災害で、複数の対策

●震度６弱未満であっ
　ても、県内の被害程

・職員の1/3

・災害応急対策を実施する

　が判断するとき

　度が甚だしく、若し

本庁一般職員災害発生時初動対応フロー

●津波警報

各 対 策 部 連 絡 員 へ 連 絡

　部が連携して対応す

●震度４

　の県が被災する広域
-------------------------------

２．風水害等一般災害発生時

●気象業務法に基づく ●大規模火災・爆発　等 ●気象業務法に基づく

　「警報」の発表 　の災害が発生した場合 　「特別警報」の発表

▼ ▽ ▼
【災害警戒本部設置】 【防災局及び関係課対応】 【災害対策本部設置】

▼ 又は【災害警戒本部設置】 ▼
▼ ▽ ▼

▼ ▼ ▽ ▽ ▼
▼ ▼ ▽ ▽ ・大規模災害への応

▼ （被害が大きい場合） ▽ 　急対策を実施する

▼ 知事判断　※Ｐ9 ▽ 　ために必要な人員

▼ ▼ ▽ ▽ ▼
・初期の情報収 ▼ ▽ ・初期の情報収 ▼
　集活動を実施 ▼ ▽ 　集活動を実施 ▼
　するために必 ▼ ▽ 　するために必 ▼
　要な人員 ▼ ▽ 　要な人員 ▼

▼ 【災害対策本部設置】 ▽ ▼
▼ ▼ ▽ ▽ ▼
▼ ・大規模災害への応 ▽ ▼
▼ 　急対策を実施する ▽ ▼
▼ 　ために必要な人員 ▽ ▼
▼ ▼ ▽ ▽ ▼

●交通機関の不通や道路の被災等により登庁できない場合は、最寄の自己の
　所属する部局の関係機関に参集し、応急対策活動に従事するものとする。
●出張中等にあって、防災業務につくことが困難な場合は、所属長に連絡し、
　指示を受ける。
※災害警戒本部は、被害の拡大等知事の判断により災害対策本部へ移行する

場合がある。

各 対 策 部 連 絡 員 へ 連 絡

各対策部、各課（室）の所掌事務について被害状況の
情報収集、応急対策活動に従事する。

（波浪、大雪、高潮警報を除く） （災対法第２条第１号に定める災害※P12）
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①県内で最大震度４の揺れ ①県内で最大震度５弱の揺
　が発生したとき 　れが発生したとき
②県内沿岸に津波注意報が ②県内沿岸に津波注意報が
　発表されたとき 　発表され被害が発生した

　とき
③県内沿岸に津波警報が発
　表されたとき
④その他知事が必要と判断
　するとき　

・なし ・必要に応じ登庁

・なし ・必要に応じ登庁

・なし ・必要に応じ登庁

・県民環境部防災局職員 ・災害応急対策を実施する
・地方局総務県民課職員 　ために必要な人員
・関係課職員 　　○防災局の該当職員

・あらかじめ指名されてい 　　○各対策部連絡員及び

　る緊急配備要員（各地方 　　　その他必要な人員

　局５名） 　　　（各対策部判断）

　　○関係地方局総務県民
　　　課(室)の該当職員
　　○関係地方局各対策班
　　　連絡員及びその他必
　　　要な人員(各対策班判断)

・あらかじめ指名されてい
　る緊急配備要員（各地方
　局５名）

地震発生時の配備体制

配備
区分

警戒体制 災害警戒本部設置

管
理
職

一
般
職
員

参
集
基
準

設
置
基
準

知
事

特
別
職

①県内で最大震度５強の揺 ①県内で最大震度６弱以上
　れが発生したとき 　の揺れが発生したとき
②その他知事が必要と判断 ②　①未満の震度であって
　するとき 　も、県内の被害程度が甚

　だしく、若しくは本県を
　含め複数の県が被災する
　広域災害で、複数の対策
　部が連携して対応する必
　要があると知事が判断す
　るとき
③県内沿岸に大津波警報が
　発表されたとき
④その他知事が必要と判断
　するとき

・必要に応じ登庁 ・直ちに登庁

・必要に応じ登庁 ・直ちに登庁

・必要に応じ登庁 ・災害対策本部に所属する
　管理職は、直ちに登庁
・それ以外の管理職は、必
　要に応じ登庁

　　(注)震度６弱以上の地震発生・

　　大津波警報発表の場合は、全

　　管理職が直ちに登庁

・職員の１/３ ・全職員
・あらかじめ指名されてい ・あらかじめ指名されてい
　る緊急配備要員（各地方 　る緊急配備要員（各地方
　局５名） 　局５名）

一
般
職
員

参
集
基
準

設
置
基
準

知
事

配備
区分

災害警戒本部設置 災害対策本部設置

特
別
職

管
理
職

①県内に気象業務法第13条第 ①県内に気象業務法第13条の
　1項に基づく警報が発表され 　2第1項に基づく特別警報が
　たとき 　発表されたとき

②相当規模の災害が発生し、
②その他知事が必要と判断す 　複数の対策部が連携して対
　るとき 　応する必要があると知事が
　 　判断するとき

③その他知事が必要と判断す
　るとき

・必要に応じ登庁 ・直ちに登庁

・必要に応じ登庁 ・直ちに登庁

・必要に応じ登庁 ・災害対策本部に所属する
　管理職は、直ちに登庁
・それ以外の管理職は、必
　要に応じ登庁

・初期の情報収集活動を実 ・大規模災害への応急対策
　施するために必要な人員 　を実施するために必要な
　　○防災局の該当職員 　人員
　　○各対策部連絡員及び
　　　その他必要な人員
　　　（各対策部判断）

　　○関係地方局総務県民
　　　課(室)の該当職員
　　○関係地方局各対策班
　　　連絡員及びその他必
　　　要な人員(各対策班判断)

参
集
基
準

設
置
基
準

知
事
特
別
職

配備
区分

災害警戒本部設置

風水害等一般災害発生時の配備体制

災害対策本部設置

管
理
職

（波浪、大雪、高潮警報を除く）

一
般
職
員

県の全部局での 情報収集及び連
対応は不要だが、絡活動を主とし、
情報収集等の対 状況により他の
応が必要な場合 職員を動員でき

る体制
（事務局判断）

県の全部局での 事態の状況に応
対応が必要な場 じた体制（その
合 都度知事が判断）

国から国民保護
対策本部設置の
通知がない場合

国から国民保護 武力攻撃事態等 全職員が直ちに参集

対策本部設置の に対し、県の全
通知を受けた場 力をあげて国民
合 保護措置を実施

する体制

※特別職は、災害対策本部長（知事）を補佐するが、本部長が事故や不在時等の

　非常時には、副知事（本部長があらかじめ定めた順）、知事補佐官、教育長、

　公営企業管理者の順で代行。

種
類

事
態
認
定
前

事
態
認
定
後

①防災局の職員及び
　各部局連絡員

②あらかじめ指名さ
　れた地方局総務県
　民課(室)の職員(3名)

緊
急
事
態
連
絡
室
体
制

武
力
攻
撃
事
態
等
（
緊
急
対
処
事
態
）

概ね１/３の職員
（地方局及び支局に
あっては、地方本部
会議を構成する職員
を含む。）が直ちに
参集のうえ、知事の
判断により配備職員
の拡充等を行う。

八幡浜支局は １/３
の参集職員に、税務
室長、保健統括監、
企画課長、健康増進
課長、生活衛生課
長、環境保全課長、
八幡浜土木事務所
長、管理課長を含
む。

武力攻撃災害時等の配備体制とその基準

国
民
保
護
対
策
本
部
体
制

担
当
課
体
制

緊
急
事
態
連
絡
室
体
制

配備基準 配備体制 配備要員等
配備
区分

【勤務時間外に南海地震などの大規模地震が発生した場合】

大規模地震の発生

▼ 　　［自宅待機］

【災害対策本部設置】 ・可能な限り、所属

▼ 　職場と連絡をとり、

◇自分自身の安全確認 　自身の安否、被災

◇家族の安全確保 ▽ ▽ ▽ ▽ 　状況の報告

◇二次災害の防止措置 ・地域の救助活動等

◇テレビ、ラジオ等から災害情報を収集 　に従事

▼
▼

登庁可能
▼ 　　［自宅待機］

▼ ・可能な限り、所属

バイク、自転車、 バイク、自転車、 　職場と連絡をとり、

徒歩等により所属 ▽ ▽ ▽ 徒歩等により所属 ▽ ▽ 　以後の対応につい

職場への登庁が可 職場以外の最寄の 　て、指示を仰ぐ

能か？ 県の機関への参集 ・自主防災組織等と

▼ が可能か？ 　連携して、地域の

大規模地震発生時の職員参集フロー

不
可

不
可

登
庁
不
可

▼ ▼ 　救助活動等に従事

可能 可能
▼ ▼ 　

自己の業務に関係のある
最寄の県の機関に参集

◇所属に被害状況を報告 ◇所属に参集場所を連絡
◇各事務分掌に従って、災害 ◇参集機関に被害状況を報告
　応急対策活動等に従事 ◇参集機関の指示に従って、

　災害応急対策活動等に従事

＜登庁に当たっての注意事項＞
　①服装
　　・作業服など動きやすい服装、運動靴、帽子、手袋
　②携帯品
　　・身分証明書、飲料水（水筒等）、食料、着替え、
　　　洗面具、タオル、携帯ラジオ、懐中電灯
　③参集方法
　　・自動車は原則使用しない

職場に参集

①県民の生命・身体及び財産に重大な被害又は損失が生じる事態

分　類 危　機　事　案 所　管　部　局

大規模自然 大規模風水害

災害 大規模地震災害

重大 原子力災害

事故 石油コンビナート災害

大規模火災・爆発

危険物・毒劇物事故

航空事故

海上事故（油流出含む）

鉄道事故

道路事故

県主催イベントでの事故 当該課

重大事件 不審船・領海侵犯

ハイジャック・バスジャック等

大規模騒乱・暴動・パニック 防災危機管理課

テロ・ゲリラ事件 当該課・防災危機管理課

有事関連 武力攻撃事態等

緊急対処事態

周辺事態 防災危機管理課

健康・安全 感染病の蔓延 健康増進課

家畜の伝染病 畜産課

飲料水汚染 環境政策課

大気汚染 環境政策課

大規模食中毒 薬務衛生課

毒・劇物による健康被害 薬務衛生課

原子力災害・テロ以外の被ばく 保健福祉課

原因不明の健康被害 保健福祉課

農薬等の使用による事件・事故 農産園芸課

渇水 水資源対策課

県産農林水産物に関する事件・事故 農林水産部

医療事故 公営企業管理局・保健福祉部

院内感染 公営企業管理局・保健福祉部

学校内及び校外活動中の事件・事故 教育委員会事務局

子育て支援課

県庁舎での事件・事故 各庁舎管理者

県施設での事件・事故 各施設管理者

国際交流課

その他

②県行政の運営に重大な支障が生じる事態（各所管部局で対応）

防災危機管理課・消防防災安全課

消防防災安全課・防災危機管理課

防災危機管理課・消防防災安全課

防災危機管理課・消防防災安全課

防災危機管理課・消防防災安全課

防災危機管理課・消防防災安全課

防災危機管理課・消防防災安全課

防災危機管理課・消防防災安全課

防災危機管理課で初動対応、事後調整

想定される危機事案と所管部局

本県関係者が巻き込まれた国外での事件・事故

保育所における事件・事故（公立、私立、認可外含む）

防災危機管理課・港湾海岸課・漁港課

防災危機管理課で初動対応、事後調整

原子力安全対策課・防災危機管理課・消防防災安全課

防災危機管理課・消防防災安全課

防災危機管理課・消防防災安全課

防災危機管理課・消防防災安全課

（私立学校の場合
　私学文書課）

災害対策
基本法第
二条第一
号に定める
災害

( ①、② には課(室)長、係長等の連絡先を記入してください。)
報　告　先 電　話　番　号

０８９（９１２）２３３５
０８９（９１２）２３１５
０８９（９４３）６８６５
０８９（９３３）２９３４

　災害対策本部 ０８９７（５６）１３００
　国民保護対策本部 　　　　　　　〈内線２１３〉

　緊急対処事態対策本部 ０８９７（５６）３７３１

０８９８（２３）２５００
　　　　　　　〈内線３００〉

０８９８（３２）３７３２

０８９（９４１）１１１１
　　　　　　　〈内線３１０〉

０８９（９０９）８７５０

０８９５（２２）５２１１
　　　　　　　〈内線２０７〉

０８９５（２２）３０６５

０８９４（２２）４１１１
　　　　　　　〈内線２０７〉

０８９４（２４）６２７１

防災危機管理課当直用電話番号 ０８９（９４１）２１６０

八幡浜支部

各
地
方
局
総
務
県
民
課
（
室
）

県
民
環
境
部
防
災
局

危機発生時の連絡窓口

①

②

県本部

東予地方本部

中予地方本部

南予地方本部

③災害警戒本部

今治支部

自宅

携帯電話

自宅

携帯電話

ＭＥＭＯ


